
令和３年６月

大  阪  府

≪予算等の措置状況欄≫ （令和３年度予算）金額上段：Ｒ３年度予算額  金額下段：Ｒ２年度予算額    （令和２年度補正予算）Ｒ２年度補正予算額  
                  〔全〕全国枠予算 〔国〕国費ベース 〔事〕事業費ベース

≪摘要欄≫ ◎：要望どおり措置（来年度以降要望しない） ○：ほぼ要望どおり措置 △：一部措置されたものの不十分 ×：措置されず

要望・提案事項 予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方
地方創生臨時交付金、包括支援交付
金関係

※下記の「要望・提案事項」のうち、交
付金充当事業、充当候補事業には、項
目名の横に「＊」マークを付与。

◆令和３年度補正予算の状況
＜新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金＞
 ・地方創生臨時交付金      [全]5,000億円（うち3,000億円は先行交付）
                      うち大阪府１９９億円（先行交付分）

◆令和２年度補正予算の状況
＜新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金＞
 ・地方創生臨時交付金      [全]４．５兆円（１次補正１兆円、２次補正２兆円、３次補正1,5兆円）
                      うち大阪府９７３億円（１次補正183億円、２次補正496億円、
                      ３次補正294億円）
 

＜新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金＞
 ・緊急包括支援交付金   [全]３兆６，８７１億円
                     （１次補正1,490億円、２次補正2兆2,370億円、３次補正1兆3,011億円）

  【内訳：判明している３次補正分まで】
    ・医療分            [全]２兆９，５３２億円
                                                 （１次補正1,490億円、２次補正1兆6,279億円、３次補正1兆1,763円）
                      うち大阪府１，９０６億円
    ・介護分            [全]４，１３２億円
                      うち大阪府２７６．２億円
    ・障害分            [全]１，５０８億円
                      うち大阪府７７．３億円
    ・児童福祉施設等分     [全]４５２億円
                      うち大阪府４５．９億円

△

◇ 感染拡大の防止や暮らしの支援、経済
の再生に向けた取組みを継続的に行える
よう、国に必要な財政措置を求めていく。

１．コロナ第二波に備えた対策
≪水際対策の強化≫
○関西国際空港の検査体制の強化
○陽性者隔離のための入院病床の近
畿圏全体での確保
○出国時における陰性証明の相互承
認の仕組みづくり

◆令和３年度予算の状況
 ・検疫所における水際対策の推進（新型コロナウイルス感染症対策費）  [全]９１億円の内数

◆令和２年度補正予算の状況
 ・新型コロナウイルス感染症対策予備費           [全]３３０億円の内数
    （入国者に対する検疫機能の確保）
 ・検疫所及び国立感染症研究所の機能強化         [全]５８４億円の内数

◆予算以外の状況
・R３年３月下旬から国が設置した「入国者健康確認センター」ですべての入国者の健康観察実施。
・関西空港検疫所では、唾液抗原定量検査できる機器を４台設置（１台１回100検体の検査が可能/１時
間）されており、R２年12月中に２台増台され、検査可能キャパは増大している。
・関西空港検疫所において、R２年12月中旬より入国の際の質問票の電子化を実施。
・近畿圏全体での入院病床の確保は進んでない。
・関西空港検疫所では、R２年８月から陽性者の隔離のため宿泊療養（ホテル借り上げ）が開始され、近
畿圏の入院病床を使用することなく療養がなされている。
・R２.10.１から海外の入国時に陰性証明書の提出が必要な場合、ビジネス渡航者等がオンライン上で
PCR等検査可能な医療機関を検索・予約できるサービスを提供する海外渡航者新型コロナウイルス検査
センター（TeCOT）の運用が開始し、ビジネス目的での海外渡航する場合には、本センターを活用し円滑
に検査を実施できる体制となった。
・R２年７月から 「国際的な人の往来再開に向けた段階的措置」として、ビジネス目的等に限定した双方
向の往来の仕組みが開始され、現在11カ国と合意済み。

△

＜関空の検査体制強化＞
◇ 今後の検疫体制を注視し、必要に応じ
て国に求めていく。

＜陽性者隔離のための入院病床確保＞
◇ 入院病床の拡充、宿泊療養の充実に
向け、引き続き、国に求めていく。

＜出国時における陰性証明の相互承認＞
◇ 水際での厳格な検疫体制の確保を前
提とした相互承認の進展について、各国と
の協議状況を注視していく。

≪コロナと共存する社会づくり≫
○感染拡大のピークアウトに効果の
あった取組みの検証
○感染拡大の兆候を計る指標の整理、
様々な知見に基づく第二波の予測分
析
○感染拡大の防止と社会経済活動の
維持の両立を図る戦略の策定
○業種別ガイドラインの見直し

◆予算以外の状況
・第15回専門家会議(R２.５.29)において、第一波減少の要因として、「感染者と感染する可能性がある人
との接触の抑制」「クラスターが発生しやすい場所・施設の利用機会の抑制」などが示された。
・なお、第二波に関しては、第７回アドバイザリーボード(R２.９.２)において、「接待を伴う飲食店などハイリ
スクの場における対応」「都道府県による自粛要請への協力」など、第三波に関しては、第23回分科会(R
３.２.２)において、緊急事態宣言に伴う「飲食店における営業時間の短縮要請」「昼夜を問わない不要不
急の外出自粛要請」などが、減少の要因として示された。
・第５回分科会(R２.８.７)において、感染状況を表すステージの考え方とその判断基準となる指標及び目
安が示された。
・また、第17回専門家会議(R２.６.19)において、「新型コロナウイルス感染症の医療提供体制確保のため
の新たな流行シナリオ(患者推計)」が示された。
・第14回分科会(R２.11.９)において、冬場にも社会経済活動を両立するための５つのアクション（「今まで
よりも踏み込んだクラスター対応」「対話のある情報発信」など）が示された。
・業種ごとの感染拡大防止ガイドラインが更新されるなど、 継続的に見直しが行われている。

○

◇ 今後の感染状況などを踏まえつつ、感
染拡大の防止と経済活動の維持の両立に
向けた有効な対策等について、必要に応じ
て国に求めていく。

≪第二波に備えた環境整備≫
○新型インフルエンザ等特別措置法等
の改正
○包括支援交付金の柔軟かつ機動的
な執行を可能とする制度への改善＊
○ワクチン・治療薬の早期実用化に向
けた新薬研究開発への支援
○医師確保に向けた支援

◆令和２年度補正予算の状況
 ・ワクチン・治療薬の開発促進等       [全]２，４８１億円
 
◆予算以外の状況
・特措法が改正され、特定の地域において、国民生活・経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあるまん延
を防止するため、「まん延防止等重点措置」を創設し、重点区域において、都道府県知事が必要な措置
や協力を要請することが可能となった。
・まん延防止等重点措置及び緊急事態措置の実施に際し、要請に協力しない事業者に、都道府県知事
による措置を講ずる命令を可能とし、命令違反に対して過料を課すことを規定。
・新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律がR３.２.13に施行されたが、医療関係
者への損害補償等に関する規定は改正されていないことから、引き続き、国に働きかけていく。
・臨時医療施設の付帯工事やリース料(R２年度分のみ) への交付金の適用、空床確保料の交付対象拡
大など一部は実現しているが、病床確保に必要な改修工事費への適用など未実現のものもあり、交付金
の柔軟かつ機動的な活用には充分ではない。
・当該感染症に対する医薬品等は最優先で承認審査を行うこととされ、幾つかのワクチン・治療薬が実用
化された（ファイザー製ワクチン、レムデシビル等）。一方、国産のワクチン等に関しては、国家戦略等の
策定も進んでいるが、未だ実用化には至っていない。
・医師の専門研修や初期臨床研修の定員等について、国では、大都市における更なる医師採用抑制に
向けて検討を進めている。大都市特有の感染拡大リスクに対応するための医師確保支援策は実現して
いない。

△

＜新型インフルエンザ等特別措置法等の
改正＞
◇ 医療関係者への損害補償等の適用な
ど、引き続き、国に求めていく。

＜ワクチン・治療薬の早期実用化に向けた
支援＞
◇ 国産のワクチン・有効な治療薬の実用
化に向けた研究開発への継続的な支援を
求めていく。

国の施策・予算に関する提案・要望 予算・制度改善等の措置状況（令和２年７月要望分）
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要望・提案事項 予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方

≪需要喚起対策の実施≫
○コロナによって収入が減少した分野・
業種を対象とした需要喚起対策の実施
＊
○観光需要の創出等への取組みに対
する中長期的な支援
○イベント等集客活動や地域の魅力発
信等への取組みに対する中長期的な
支援

◆令和３年度予算の状況
 ・『文化芸術の創造・発展と人材育成』に係る予算             [全]２１９億円
                                            （[全]２１４億円）
 ・『「日本博」を契機とした観光コンテンツの拡充』に係る予算       [全]７０億円の内数
                                           （[全]４５．３億円の内数）
 ・国際文化芸術発信拠点形成事業                                [全]９．０４億円
                                                           （[全]９．０５億円）
 ・観光の再生と新たな展開に向けた施策の推進           [全]４０９億円
 
◆令和２年度補正予算の状況
 ・生徒やアマチュアを含む地域の文化芸術関係団体・芸術家によるアートキャラバン [全]１３億円
 ・文化芸術・スポーツ活動の継続支援                  [全]５０９億円
 ・文化芸術収益力強化事業                       [全]５０億円
 ・コロナ禍における文化芸術活動支援                 ［全］３７０億円
 ・Go To 商店街事業費                                           [全]８１億円
 ・国内に向けた観光需要喚起策                      [全]１兆６，７９４億円の内数
 ・反転攻勢に備えた観光基盤の整備                  [全]１５８憶円
 ・海外に向けた大規模プロモーション                  [全]９６億円
 ・Go To トラベル事業の推進                       [全]１兆３１１億円
 ・観光拠点の再生・高付加価値化等                   [全]６５０億円

◆予算以外の状況
＜「日本博」を契機とした観光コンテンツの拡充事業＞
・「国際観光旅客税」（観光財源）を充当。予算については、観光庁に一括計上した上で、関係省庁に移し
 替えて執行することとなっており、中長期的な視点に立った支援内容となっているか不明。
＜国際文化芸術発信拠点形成事業（５年間継続支援）＞
・R３年度で４年目。予算額については感染症防止対策費用が増額されているものの、支援予定拠点数
 は変更されておらず、拡充されていない。
＜ウィズ・コロナにおける新しい観光の実現＞
・ウィズ・コロナ時代において、感染拡大防止を前提にした観光需要の回復を図るため、
 R２.12.３に「感染拡大防止と観光需要回復のための政策プラン」が取りまとめられた。

△

＜需要喚起対策の実施＞
◇ 国制度の周知に努めるとともに、引き
続き府内商店街の需要喚起支援に努め
る。

＜観光需要の創出等への取組みに対する
中長期的な支援＞
◇観光需要の本格的な回復に向けた対策
について、引き続き、国に求めていく。

＜文化芸術、スポーツ振興等の取組みに
対する中長期的支援＞
◇コロナによって影響を受けている業種・
事業者への中長期的な支援策の充実につ
いて、引き続き、国に求めていく。

２．コロナ禍の下での経済活動の維
持・雇用の創出・府民生活の支援
≪事業活動等の推進への支援≫
○事業活動の下支えへの継続的な支
援＊
○事業者が行う経営改善への支援＊
○サプライチェーンの再構築に向けた
支援
○行政及び企業のデジタル化の推進
に向けた対策の実施
○テレワークの推進に向けた支援策の
充実＊

◆令和３年度予算の状況
 ○事業活動の下支えへの継続的な支援
  ・各種資金繰り支援                             [全]８８７．２億円
                                           ([全]８７９．９億円）
 ○事業者が行う経営改善への支援
   ・中小・小規模事業者ワンストップ総合支援事業             [全]４０．９億円
                                            （[全]４２．４億円）
  ・地域の持続的発展のための中小商業者等の機能活性化事業   [全]５．５億円
                                            （新規）
 ○サプライチェーンの再構築に向けた支援
  ・内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業費  [全]８億円
                                            (［全］８億円）
 ○行政及び企業のデジタル化の推進に向けた対策の実施
  ・行政手続きのオンライン化                        [全]０．９億円
                                           （[全]０．３億円）
  ・地域未来デジタル・人材投資促進事業                [全]１１．７億円
                                             （新規）
 ○テレワークの推進に向けた支援策
  ・ 地方創生テレワーク推進事業                      ［全］１．２億円
  ・ 「新たな日常」の下で柔軟な働き方がしやすい環境整備      ［全］３４億円
   「新しい働き方」に対応した良質な雇用型テレワークの導入・定着促進
  ・人材確保等支援助成金（テレワークコース）             [全]２５．２億円
  ・テレワーク推進                               [全]２．７億円
                                           （[全]２．６億円）
◆令和２年度補正予算の状況
 ○事業活動の下支えへの継続的な支援
  ・持続化給付金                               [全]４兆２，５７６億円
  ・家賃支援金                                [全]２兆２４２億円
  ・一時支援金、月次支援金                        ［全］６，５５０億円
  ・各種資金繰り支援                            [全]１６兆６，０５６億円
 ○事業者が行う経営改善への支援
  ・中小・小規模事業者向け経営相談体制強化事業          [全]１１４億円
  ・中小・小規模事業者ワンストップ総合支援事業             [全]９．８億円
  ・中小企業等事業再構築促進事業                     [全]１兆１，４８５億円
  ・地域企業再起支援事業                           [全]２００億円
  ・大規模感染リスクを低減するための高機能換気設備等の導入支援事業 [全]８５億円の内数
 ○サプライチェーンの再構築に向けた支援
  ・サプライチェーン対策のための国内投資促進事業          [全]５，１６８億円
  ・海外サプライチェーン多元化等支援事業               [全]３５１．７億円
  ・サプライチェーン強靭化に資する技術開発・実証          [全]３０億円
 ○行政及び企業のデジタル化の推進に向けた対策の実施
  ・キャッシュレス・消費者還元事業                    [全]７５５億円
  ・地域におけるキャッシュレス導入支援事業              [全]１０億円
  ・中小企業デジタル化応援隊事業                    [全]１００億円
 ○テレワーク推進に向けた支援
  ・ 中小企業におけるテレワーク導入支援                [全]３３．７億円
  ・ 地方創生テレワーク交付金                       [全]１００ 億円
  ・ 地方創生テレワーク推進事業                     [全]１ 億円
  ・中小企業生産性革命推進事業（IT導入補助金等）の特別枠創設・補助率引上 [全]４，０００億円

◆予算以外の状況
・R２.12.８閣議決定「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」において、全ての行政
手続きを対象として、全府省庁で書面・押印・対面の必要性を検証し、見直しを実施すること、法改正が
必要なものについては、必要な法律案を次期国会へ提出予定することが盛り込まれた。法改正が必要な
ものについては、「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律案」として、R３.５.12
に成立、R３.５.19に公布され、R３年９月から、原則、行政手続きでの押印は廃止。

△

＜事業活動の下支え・経営改善への支援
＞
◇ 国制度の周知に努めるとともに、 引き
続き府内中小企業の事業継続支援に努め
る。
◇ 引き続き、府内中小企業の事業継続
支援に努めるとともに、業務用施設等の脱
炭素化を促進するための支援制度の拡充
などを国に求めていく。

＜サプライチェーン再構築に向けた支援＞
◇ コロナ禍の影響で毀損したサプライ
チェーンの再構築は、府内中小企業にとっ
て喫緊の課題であることから、引き続き、
国に求めていく。

＜デジタル化、テレワークの推進に向けた
対策＞
◇ 府民の生活の質（QoL）の向上と内部
管理業務の効率化を目指し、引き続き３つ
のレスや行政手続きのオンライン化に向け
た取り組みを進めていく。
◇ 働き方改革や新型コロナウイルス感染
症対策として有効なテレワークの促進・定
着に向けて必要な支援を、引き続き、国に
求めていく。
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要望・提案事項 予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方
≪雇用の維持・創出≫
○休業者等の離職を防ぎ雇用を維持
する対策の充実・強化＊
○就職支援や雇用創出を実施するた
めの基金の創設に向けた支援

◆令和３年度予算の状況
 ・ 雇用の維持・継続に向けた支援（雇調金等特例措置継続）              [全]６，８５３億円
 ・ 業種・地域・職種を超えた再就職等の促進                        [全]１，３３８億円
 ・ 派遣労働者など非正規雇用労働者の再就職支援、新規学卒者への就職支援   [全]７２７億円

◆令和２年度補正予算
 ・ 雇用調整助成金等による雇用維持の取組の支援                    [全]２兆２，４５２億円
 ・ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金の創設                         [全]５，４４２億円
 ・ 失業給付費の確保                                      [全]２，４４１億円
 ・ 業種・職種を越えた転換を伴う再就職等を促進する都道府県の取組への支援   [全]１１億円
 ・ 派遣労働者など非正規雇用労働者の再就職支援、新規学卒者への就職支援  [全]１億円

◆予算以外の状況
 ・基金の創設については、予算措置されていないが、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金」が雇用創出の基金として活用可能。

△
◇ 悪化する雇用情勢を踏まえ、雇用の維
持や雇用の創出に向けた取組みが図られ
るよう、引き続き、国に求めていく。

≪府民生活を守るセーフティネット対
策の充実≫
○生活福祉資金の貸付などセーフティ
ネット対策の継続的な実施
○相談窓口等の充実・強化に向けた継
続的な支援
○福祉サービスを安定的に提供できる
体制の構築、人材の維持・確保に向け
た支援＊
○人権相談体制の充実及び差別や偏
見をなくす啓発の促進

◆令和３年度予算の状況
 ・生活困窮者自立支援制度の強化（住宅確保給付金等）         [全]５５４億円の内数
 ・介護・福祉サービス提供体制の継続支援               [全]１２億円+基金１３７億円の内数
 ・福祉・介護職員の人材確保・処遇改善                 [全]２８２億円
 ・障がい者支援施設・介護施設等における感染症拡大防止対策に係る支援
   地域医療介護総合確保基金施設整備分               [全]４１２億円の内数
   地域介護・福祉空間整備等交付金                      [全]１２億円
 ・介護分野における介護ロボット・ICT導入支援事業
   地域医療介護総合確保基金                      [全]１３７億円の内数
                                          （[全]８２億円の内数）
 ・児童虐待防止対策・社会的養育の迅速かつ強力な推進        [全]１，７３５億円
                                          （ [全]１，７３１億円）
 ・保育の受け皿整備・保育人材の確保等(厚労省)               [全]９６９億円
                                            （[全]１，０８５億円）
 ・子ども・子育て支援新制度の着実な実施（内閣府）              [全]３兆２，０５２億円
                                            （[全]３兆１，９１８億円）
  ・性暴力・ＤＶ被害者対策の推進                      [全]６億円
 ・感染症を始めとする様々な人権問題の解消に向けた人権擁護活動の強化 [全]３６億円
                                                （ [全]３５億円）
◆令和２年度補正予算の状況
 ・個人向け緊急小口資金等の特例貸付の実施             [全]１兆１，５２６億円
 ・生活困窮者住居確保給付金の支給に必要な経費               [全]３１９億円
 ・生活困窮者等への支援の強化                                                [全]６５億円
 ・介護施設等における感染症拡大防止対策に係る支援
   地域医療介護総合確保基金                      [全]４６７億円の内数
   地域介護・福祉空間整備等交付金                       [全]４１．９億円
 ・介護分野における介護ロボット・ICT導入支援事業の補助上限及び補助対象を拡充
   地域医療介護総合確保基金の既定経費内([全]８２億円）対応
 ・障害福祉分野におけるICT導入支援                   [全]３．３億円
 ・介護・障害福祉分野におけるロボット等導入支援            [全]５．３億円
 ・新型コロナウイルス感染症に係る障がい福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業
                                                                                                [全]４２億円
 ・新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所等に対するサービス継続支援事業
                                                                                                [全]６８億円
 ・児童養護施設等が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくための支援
                                            [全]６２億円
 ・保育所等におけるマスク購入等の感染拡大防止対策に係る支援   [全]２２５億円
 ・感染症を始めとする様々な人権問題の解消に向けた人権擁護活動の強化 [全]０．９億円

◆予算以外の状況
  ・生活福祉資金特例貸付の実施について、R３年６月末まで延長。
  ・待機児童の解消のため、国において「新子育て安心プラン」が取りまとめられた。

△

＜生活福祉資金の貸付けなどのセーフ
ティネット対策＞
◇ 新型コロナウイルス感染症の影響を受
けた生活困窮者への施策の拡充と、必要
な予算の措置について、引き続き、国に求
めていく。

＜相談窓口等の充実・強化への支援＞
◇ 今後も新型コロナウイルス感染症の影
響を受けた活困窮者や児童虐待、ＤＶ被害
等への相談体制強化に向け、引き続き、国
に求めていく。

＜人権相談体制の充実及び差別や偏見を
なくす啓発の促進＞
◇ 感染者やその家族、医療機関、福祉施
設等の職員に対する人権相談体制の充実
及び差別や偏見をなくす啓発の促進を、引
き続き、国に求めていく。

≪子どもたちの学習機会の確保≫
○授業日数確保に向けた教員の配置
への支援＊
○「ＧＩＧＡスクール構想」の実現やオン
ライン授業等の実現に向けた環境整備
対策への支援＊
○誰もが経済的理由にかかわらず高
等教育を受けられる環境の実現

◆令和３年度予算の状況
 ・学習指導員等の配置（学力向上を目的とした学校教育活動支援）    [全]３９億円
                                             （[全]３１．９８億円）
 ・スクール・サポート・スタッフの配置                      [全]３９億円
                                              （[全]１９．０１億円）
 ・GIGAスクールサポーター配置促進事業費                 [全]１０憶円
                                              （[全]１０５．３６億円）
 ・GIGAスクールにおける学びの充実                      [全]４億円
                                              （[全]２．５８億円）
 ・オンライン学習システム(CBTシステム)の全国展開、先端技術・教育データの利活用推進
                                            [全]７億円
                                             （[全]２５億円）
 ・学習者用デジタル教科書普及促進事業                   [全]２２億円
                                             （[全]０．２億円）
 ・高等教育の修学支援新制度                         [全]４，８０４億円
                                             （[全]４，８８２億円）

◆令和２年度補正予算の状況
 ・学力向上を目的とした学校教育活動支援                  [全]２４０．３６億円
 ・加配教員の追加配置                              [全]４０億円
 ・学習指導員等の追加配置                           [全]２３２億円
 ・スクール・サポート・スタッフの追加配置                   [全]３８億円
 ・1人1台端末の早期実現                            [全]２，１１２億円
 ・障害のある児童生徒のための入出力支援装置              [全]１５億円
 ・校内ネットワーク環境の全校整備                       [全]７１億円
 ・GIGAスクールサポーターの配置                       [全]１０５億円
  ・家庭学習のための通信機器整備支援                                         [全]１６８億円
 ・学校からの遠隔学習機能の強化                                            [全]６億円

◆予算以外の状況
・高校の一人一台端末の整備（低所得者世帯等の生徒以外）、機器の維持管理費、授業目的公衆送信
補償金については、予算措置が実現していない。
・高等教育の修学支援新制度については、R３年度の支援対象の拡大は実現していない。（現行制度の
支援対象：住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生等）

△
◇ 子どもの学習機会の確保や学校教育
活動におけるICT活用等の加速化に向け、
引き続き、国に求めていく。
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要望・提案事項 予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方
≪災害対応力の強化・安全安心の確
保≫
○防災・減災対策へのさらなる支援
○「防災・減災、国土強靭化のための３
か年緊急対策」や「緊急防災・減災事
業債」の延長
○警察官のさらなる増員と警察施設の
整備、感染予防資機材等装備の充実

◆令和３年度予算の状況
 ・防災・安全交付金                [全]８，５４０億円
                                  ※令和２年度補正予算を含め１兆２，７８６憶円
                                （[全]１兆３８８億円）
 ・一般公共事業費（治水）               [全]８，３６７億円
                                  ※令和２年度補正予算を含め１兆２，２８４憶円
                                 （[全]１兆１９３億円）
 ・密集市街地総合防災事業           [全]４５億円
                                （[全]４５億円）
  ・地域防災拠点建築物整備緊急促進事業費 [全]１４０億円
                                （新規）
 ・警察基盤の充実強化
       人的基盤の充実強化             [全]８．７億円
                               （[全]８．３億円）
       装備資機材・警察施設の整備充実     [全]３７３．５億円
                               （[全]２４０．６億円）
  ・新型コロナウイルス感染症対策の強化      [全]１０．３億円
                                    （新規）
◆令和２年度補正予算の状況
 ・防災・安全交付金                   [全]４，２４６億円
 ・一般公共事業費（治水）              [全]３，９１７億円
＜警察関係＞
 ・感染症対策の強化                            [全]２１．４億円
 ・事態発生時における治安確保のための業務継続能力の維持   [全]１３．４億円
 ・感染拡大防止に向けた対応                        [全]７７．１億円

◆予算以外の状況
・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」が閣議決定。事業期間はＲ３～７年度の５年間。
・「緊急防災・減災事業債」のR７年度までの延長が決定。
・緊防債について、R３年度地方債計画（案）において、R２年度計画額と同額の5,000億円が計画されてい
る。なお、取扱いについては、予算編成過程で検討を行うとされている。

△

◇ 防災・減災対策推進のために必要な予
算額の確保に向け、引き続き、国に求めて
いく。

３．コロナ終息に向けた取り組む自治
体への支援
○地方創生臨時交付金及び包括支援
交付金の継続・拡充＊
○地方財政計画におけるコロナ対策に
係る特別枠の創設及び地方交付税で
の別枠加算
○地方消費税等の減収分に係る特例
的な財源措置の創設

◆令和２年度補正予算の状況
  ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金   [全]４兆５，０００億円
 ・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金       [全]３兆６，８７１億円

◆予算以外の状況
・臨時医療施設の付帯工事やリース料(今年度分のみ) への交付金の適用、空床確保料の交付対象拡
大など一部は実現しているが、病床確保に必要な改修工事費への適用など未実現のものもあり、交付金
の柔軟かつ機動的な活用には充分ではない。
・R３年度の地方財政計画において、コロナ対策に係る特別枠の創設及び地方交付税での別枠加算はな
されなかったものの、地方交付税等の一般財源総額について、水準超経費を除く交付団体ベースで、実
質R２年度を0.2兆円上回る額が確保された。
・新型コロナウイルス感染症の影響により通常を上回る大幅な減収が生じる税目（地方消費税、軽油引
取税、不動産取得税、府たばこ税、市町村たばこ税府交付金、ゴルフ場利用税、地方揮発油譲与税、航
空機燃料譲与税）について、R２年度限りの措置として、減収補てん債の対象税目に追加。また、減収補
てん債の対象外の税目や、使用料・手数料の減収・減免額について、建設事業費への充当可能額の範
囲内で資金手当のための地方債を発行可能とした。

△

◇ 感染拡大の防止や暮らしの支援、経済
の再生に向けた取組みを継続的に行える
よう、国に必要な財政措置を求めていく。

４．コロナ終息を見据えた経済の再
生・復活
≪日本経済をけん引する大阪・関西
万博の着実な準備≫
○国の総力をあげた取組みの推進
○夢洲地区とうめきた地区のスーパー
シティ区域指定及び万博特措法の改
正等による規制緩和
○阪神高速淀川左岸線をはじめとした
夢洲へのアクセスの早期整備に向けた
支援

◆令和３年度予算の状況
 ・国際博覧会事業                   [全]２８.７億円
                                （[全]３４．０億円）
 ・「スーパーシティ」構想の推進            [全]３億円
                                （[全]３億円）

◆令和２年度補正予算の状況
 ・「スーパーシティ」構想の推進            [全]７億円

◆予算以外の状況
＜万博＞
・H31.４.19「平成３７年に開催される国際博覧会の準備及び運営のために必要な特別措置に関する法
律」成立、R１.５.23に施行。
・R２.９.16、内閣に国際博覧会推進本部が設置され、国際博覧会担当大臣が就任。
・R２.12.１ＢＩＥ総会で登録申請書が承認。
＜スーパーシティ＞
・R２.５.27に改正国家戦略特別区域法可決・成立し、Ｒ２.９.１に同法及び政省令の施行。
・R２.10.30 「国家戦略特別区域基本方針」の一部変更の閣議決定。〔区域指定基準及びスーパーシティ
における先端的サービスの開発・インフラ整備等に、関係府省庁の事業を集中投資すること等を決定〕
・R２.12.25 「スーパーシティ型国家戦略特別区域の指定に関する公募」開始。（R３.４.16公募締切）
＜淀川左岸線の早期整備及び財源確保＞
 ・淀川左岸線２期：大阪・関西万博開催時のアクセスルート利用に向け、事業者である大阪市、阪神高
速道路(株)において仮堤防工事及び道路本体工事を実施中。
 ・淀川左岸線延伸部：事業者である国、西日本高速道路(株)、阪神高速道路(株)において、設計、支障
物件移設工事等を実施中。

△

＜国の総力をあげた取組みの推進＞
◇ 大阪・関西万博の成功に向け、引き続
き、博覧会協会や国、経済界などと協力
し、開催準備に万全を期していく。

＜スーパーシティ区域指定及び特措法改
正等による規制緩和＞
◇ 夢洲地区等における「スーパーシティ」
の区域指定を勝ち取るべく、大阪市や経済
界などと協力し、国に提案を提出した。引
き続き、区域指定獲得に向け、取り組んで
いく。

＜夢洲へのアクセスの早期整備に向けた
支援＞
◇ 淀川左岸線２期：各事業者と連携し、
早期完成に向け、一層の事業推進に取り
組んでいく。
◇ 淀川左岸線延伸部：各事業者と連携
し、早期完成に向け、一層の事業推進に
取り組んでいく。
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要望・提案事項 予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方
≪世界をリードするイノベーションの促
進≫
○スタートアップ・エコシステムの構築
に向けた取組みへの支援
○中之島未来医療国際拠点など健康・
医療関連産業における取組みへの支
援

◆令和３年度予算の状況
○スタートアップ・エコシステムの構築に向けた取組みへの支援
 ・科学技術・イノベーション政策の戦略的推進            [全]５７２．９億円
 ・研究開発型スタートアップへの支援を通じてイノベーションの担い手や
    新産業の創出・生産性の向上を促進                 [全]６４億円
 ・大学を中心としたスタートアップ・エコシステム形成の推進    [全]２３．８億円
 ・本格的産学官連携によるオープンイノベーションの推進      [全]２３７．５億円
 ・地方創生に資するイノベーション・エコシステム形成の推進    [全]３６．６億円

〇再生医療・遺伝子治療の産業化に向けた基盤技術開発事業    [全]４０億円の内数（新規）
  再生医療等原料細胞安定供給研究開発（競争的資金）
   ・品質の確保された原料細胞の採取・運搬等に係る仕組みの構築や
     そのための手順の明確化等に関する実証研究等

〇健康・医療関連産業における取組みへの支援
 ・共創の場形成支援                           [全]１３７．３億円
                                                                                           うち健都関連 最大１億円

◆令和２年度補正予算の状況
 ・対日投資促進アクセラレーションプログラム              [国]１０億円
 ・研究開発型スタートアップ支援事業                   [全]７億円
 ・世界レベルの研究基盤を構築するための大学ファンドの創設  [全]５，０００億円
 ・イノベーション・エコシステムの維持・強化               [国]４７億円
   うち「大学発新産業創出プログラム（SCORE）拠点都市環境整備型」に京阪神の申請が採択（3.8億
円）
   （主幹機関：京都大学、共同機関：大阪大学、大阪産業局 等、大阪府市は外部協力機関）

◆予算以外の状況
・ 内閣府の「世界に伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦略」における「グローバル拠点都市」
に選定された大阪には、各省庁で実施しているスタートアップ関連施策の積極的な実施や、世界への情
報発信等の支援が行われる見込み。
・内閣府の「バイオ戦略」における「グローバルバイオコミュティ」について関西圏が候補となった。

△

◇ 国の関連予算の増額に加え、大阪は
京阪神とともに「グローバル拠点都市」に
選定されたことから、今後国のスタートアッ
プ関連施策が積極的に実施される。国の
施策を最大限に活用し、社会のニューノー
マル対応を牽引するスタートアップの支援
を強化していく。

≪大阪・夢洲でのＩＲの立地実現≫
○基本方針の早期確定、カジノ管理委
員会規則や関連税制度の早期設計。
ギャンブル等依存症対策や夢洲等に
おける警察力の強化

◆令和３年度予算の状況
 ・カジノ管理委員会の運営            [全]４１．５億円
                              （[全]３８．１億円）
 ・依存症対策の推進                [全]９．４億円
                              （[全］９．３億円）

◆予算以外の状況
・R２年１２月に基本方針が確定。
・R２年１２月の税制改正大綱において、IRに関する税制の方向性を提示。
・R３年４月にカジノ管理委員会規則案を公表。

○

◇ 大阪・夢洲でのＩＲの立地実現に向け、
国に対し、国際標準と実効性が確保された
ＩＲ制度の早期設計、懸念事項対策の充
実・強化などについて、引き続き、国へ求
めていく。

≪経済成長を支えるインフラ整備≫
○関西国際空港の就航路線の回復、
ターミナルの再生・整備など機能拡張
に向けた支援
○リニア中央新幹線・北陸新幹線の新
大阪駅までの早期全線開業、駅位置
の早期確定
○なにわ筋線整備、大阪モノレール延
伸、新名神高速道路の全線完成など
ネットワークの充実・強化に向けた支援
○うめきた２期の基盤整備に必要な財
政措置や新産業創出機能実現への支
援

◆令和３年度予算の状況
＜リニア中央新幹線、北陸新幹線＞
 ・スーパー・メガリージョンの形成及び効果の広域的拡大の促進    〔国〕０．５億円
                                            （〔国〕１．０２億円）
 ・北陸新幹線の環境影響評価等整備新幹線の工事の円滑な実施又は整備方策の検討に必要な調査
  新大阪駅について、リニア中央新幹線、北陸新幹線等との乗継利便性の観点から、結節機能強化を
図るために必要な調査                                    〔国〕１２．６億円の内数
                                            （〔国〕１２．６億円の内数）
  (参考)北陸新幹線（金沢～敦賀間）を含む整備新幹線整備事業費  〔事〕４，８６０億円
                                            （〔事〕４，４３０億円）
＜なにわ筋線整備＞
 ・都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道）                 [国]４９億円の内数
                                            （[国]５６億円の内数）
＜大阪モノレール延伸＞
 ・社会資本整備総合交付金（通常分）                    [全]６，３１１億円
                                            （[全]７，６２７億円）
＜うめきた２期＞
 ・都市公園防災事業                              [全]２７．４億円
                                            （[全]２７．４億円）
 ・国際競争拠点都市整備事業費                       [全]１２８．２億円
                                            （[全]１２７．５億円）
◆令和２年度補正予算
＜関西国際空港＞
 ・空港機能強化の推進
   関西国際空港ターミナル１リノベーション事業（財政投融資）    [国] ２，０００億円
＜なにわ筋線整備＞
 ・都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道）               [国]１９億円の内数
＜大阪モノレール延伸＞
 ・社会資本整備総合交付金（通常分）                   [全]１，１５７億円

◆予算以外の状況
＜関西国際空港＞
 ・航空会社に対する支援として、空港使用料、航空機燃料税の大幅な減免の実施を決定。
＜リニア中央新幹線、北陸新幹線＞
 ・R２年７月、「経済財政運営と改革の基本方針２０２０」に、「整備新幹線、リニア中央新幹線等の人流・
物流ネットワークの早期整備・活用」が明記。
 ・鉄道・運輸機構が敦賀～新大阪間の環境影響評価手続を実施。（準備書の手続に向けた現地調査に
着手。）
＜なにわ筋線整備＞
 ・R２年８月、整備主体である関西高速鉄道株式会社が都市計画事業認可を取得し、９月に事業説明会
を開催。
 ・設計、用地補償物件調査を実施するとともに、駅部工事等を契約。
 ・関西高速鉄道株式会社において、財政投融資1,148億円を借入。
＜大阪モノレール延伸＞
 R２年３月に都市計画事業認可、４月に軌道法の工事施行認可を取得し、R２度より支柱建設工事、（仮
称）瓜生堂車両基地整備工事に着手。
＜新名神高速道路の全線完成＞
 ・Ｈ30年３月、川西～神戸間が開通。
 ・引き続き、事業者である西日本高速道路(株)において、八幡京田辺ＪＣＴ・ＩＣ～高槻ＪＣＴ・ＩＣ間の暫定
４車線でのＲ５年度末供用に向けて橋梁下部工工事等を実施中。
 ・さらに、事業中の大津ＪＣＴ（仮称）～城陽ＪＣＴ・ＩＣ、八幡京田辺ＪＣＴ・ＩＣ～高槻ＪＣＴ・ＩＣの区間はR２
年３月に６車線化に整備計画変更がなされ、財源は財政投融資を活用。
＜うめきた２期＞
 ・うめきた２期みどりとイノベーションの融合拠点形成推進協議会によるうめきた２期のプロモーションに
つながるイベントにおいて、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）によるセミ
ナーを開催。（展示会は新型コロナウイルスの影響により中止）

△

＜関空の就航路線の回復、機能拡張に向
けた支援＞
◇ 関空の需要回復に向けて、引き続き、
国に働きかけていく。

＜リニア、北陸新幹線の早期全線開業、駅
位置の早期確定＞
◇ リニア中央新幹線について、名古屋～
新大阪間の早期着工及び早期全線開業
の実現に向けて、関係者と緊密な連携を
図りつつ、引き続き、国等へ求めていく。
◇ 北陸新幹線について、敦賀～新大阪
間の早期着工及び早期全線開業の実現に
向けて、関係者と緊密な連携を図りつつ、
引き続き、国等へ求めていく。
◇ 新大阪駅について、利用者利便性等
を考慮するとともに、周辺地域のまちづくり
の推進のためにも、駅位置の早期確定に
向け、引き続き、国等へ求めていく。

＜なにわ筋線整備、大阪モノレール延伸、
新名神全線完成＞
◇ 各事業者と連携し、早期完成に向け、
一層の事業推進に取り組んでいく。

<うめきた2期>
◇ 大阪市とともに、必要な財政措置や新
産業創出機能の実現に向けた支援等を引
き続き、国に求めていく。
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要望・提案事項 予算等の措置状況 摘要 措置状況に対する府の考え方
≪首都機能バックアップ体制の構築
≫
○大阪・関西の首都機能バックアップ
エリアとしての位置づけ。東京一極集
中が抱えるリスクを解消する危機管理
体制の構築に向けた対策の実施

◆予算以外の状況
・Ｈ26年３月に「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」が閣議決定され、大阪等の東京圏外の政府代
替拠点は今後の検討課題とされている。
・H30年度は代替拠点候補地の現況調査が実施されたが、その結果は公表されていない。なお、R元年
度以降は調査が実施されず、R３年度も実施予定はない。
・大阪・関西を首都機能のバックアップエリアに位置付けるには至らず。

×

◇ 引き続き、大阪・関西の首都機能バッ
クアップエリアへの位置づけや東京一極集
中のリスク解消に向けた対策を国に求め
ていく。

6／6


